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４ 調 査 結 果 の 概 要  

(1) 高齢者の定義（年齢）（Ｑ１） ( 報告書 5 頁 )  

「何歳以上の人が『高齢者』『お年寄り』だと思うか」では、「およそ70歳以上」が48.7％と

半数近くを占め最も高く、「およそ65歳以上」18.5％、「およそ75歳以上」12.9％、「およそ60

歳以上」 6.8 ％、「およそ80歳以上」 6.0 ％。「およそ70歳以上」、「およそ75歳以上」、「お

よそ80歳以上」を合わせると67.6％と７割弱に。 

年齢別では、年齢が低いほど高齢者をイメージする年齢は低い傾向がみられ、20代では「およ

そ60歳以上」を高齢者とする割合が15.2％。 

 

                 図１ 高齢者の定義（年齢）（Ｑ１） 
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無 回 答

 

(2) 高齢者の定義（年齢以外）（Ｑ２） (報告書 7 頁 )  

「どのような時期からが『高齢者』『お年寄り』だと思うか」では、「身体の自由がきかない

と感じるようになった時期」が39.8％と 4割弱、「年金を受給するようになった時期」23.1％。 

年齢別では、「身体の自由がきかないと感じるようになった時期」は75歳以上で45.8％。 

 

                     図２ 高齢者の定義（年齢以外）（Ｑ２） 
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(3) 高齢者のイメージ（Ｑ３） ( 報告書 9頁 )  

「『高齢者』『お年寄り』について、どのようなイメージを持っているか」では、「心身がお

とろえ、健康面での不安が大きい」が72.3％と７割を超え最も高く、「経験や知恵が豊かであ

る」43.5％、「収入が少なく、経済的な不安が大きい」33.0％。 
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「経験や知恵が豊かである」は、20代 (51.9 ％ ) 、30代 (53.4 ％ ) 、40代 (51.0 ％ ) で高い割

合。 

                 図３ 高齢者のイメージ（Ｑ３）（３つまでの複数回答） 

心 身 が お と ろ え 、 健 康 面 で の 不 安
が 大 き い

経 験 や 知 恵 が 豊 か で あ る

収 入 が 少 な く 、 経 済 的 な 不 安 が 大
き い

時 間 に し ば ら れ ず 、 好 き な こ と に 取
り 組 め る

古 い 考 え 方 に と ら わ れ が ち で あ る

周 り の 人 と の ふ れ あ い が 少 な く 、 孤
独 で あ る

健 康 的 な 生 活 習 慣 を 実 践 し て い る

ボ ラ ン テ ィ ア や 地 域 の 活 動 で 、 社 会
に 貢 献 し て い る

貯 蓄 や 住 宅 な ど の 資 産 が あ り 、 経
済 的 に ゆ と り が あ る

仕 事 を し て い な い た め 、 社 会 の 役 に
立 っ て い な い

無 回 答
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(4) 高齢期の生活に対する不安（Ｑ４） (報告書11頁 )  

「自分の高齢期の生活に不安を感じているか」では、「大いに感じている」30.0％、「多少感

じている」50.6％を合わせた『感じている』が80.6％と８割を占める。 

『感じている』は、40代 (85.3 ％ ) 、50代 (87.1 ％ ) で高い割合。 

 

                      図４ 高齢期の生活に対する不安（Ｑ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               感じている80.6％ 

 

 SQ 不安に感じること（ＳＱ４－１） ( 報告書13頁 )  

不安を『感じている』人の不安内容は、「年金・介護・医療など社会保険給付の減少」が

76.2％と最も高く、「自分の健康」72.7％、「税金や社会保険料負担の増加」47.4％、「家族

の健康」39.3％。 

30.0 50.6 2.416.8

0.2
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全く感じていない

無回答
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「年金・介護・医療など社会保険給付の減少」は、20代 (81.9 ％ ) 、30代 (85.9 ％ ) 、40代

(81.7 ％ ) で８割を超える高い割合。 

 

                図４－１ 不安に感じること（ＳＱ４－１）（複数回答） 

年 金 ・ 介 護 ・ 医 療 な ど 社 会 保 険 給 付 の
減 少

自 分 の 健 康

税 金 や 社 会 保 険 料 負 担 の 増 加

家 族 の 健 康
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配 偶 者 と の 死 別

家 族 と の 人 間 関 係

地 域 な ど 家 族 以 外 の 人 間 関 係

そ の 他

無 回 答
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(5) 世代間交流に対する意向 

①  世代間交流に対する意向 ( Ｑ７ (1)(2)) ( 報告書19頁 )  

「世代間交流に対する意向」では、「交流したい」が43.9％、「交流したくない」は 6.9 ％と

１割未満にとどまり、「どちらでもない」が48.0％と高い。 

「交流したい」は、50代以上の年代で割合が高く、特に65～74歳で54.1％と割合が高い。 

 

                  図５－１ 世代間交流について（Ｑ７(1)(2)） 

         　　交流したい 交流したくない どちらでもない 　　　　無回答

43.9 6.9 48.0 1.2

 

 

②  交流したいこと（Ｑ７ ( ３ ) ） ( 報告書21頁 )  

交流したい人の「交流内容」は、「趣味・スポーツや生涯学習などの活動をともにする」が

48.9％と最も高く、「ボランティアや、町内会などの地域貢献にともに取り組む」44.1％、

「一緒に住むなどして、日常生活をともにする」39.1％。 
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       図５－２ 交流したいこと（Ｑ７ (3) ）（複数回答） 

趣 味 ・ス ポー ツや 生 涯 学 習 な どの
活 動 をともにす る

ボ ランテ ィア や 、町 内 会 な どの地
域 貢 献 にともに取 り組 む

一 緒 に住 む な どして 、日 常 生 活 を
ともにす る

家 族 の中 で役 割 があり、貢 献 して
いる（家 事 、子 育 て 、介 護 な ど）

職 場 で一 緒 に仕 事 をす る

そ の他

無 回 答

48 .9

44 .1

39 .1

30 .8

15 .7

2 .8

0 .8
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③  交流したくない理由（Ｑ７ ( ４)(報告書23頁 )  

「交流したくない」人の「理由」は、「気をつかうのがわずらわしいから」が47.8％と最

も高く、「話が合わないと思うから」38.1％、「活動のペースが合わないと思うから」

36.2％、「忙しく暇がないから」32.1％。 

「話が合わないと思うから」は、20代で50.0％、「忙しく暇がないから」は、30代で

55.9％と高い割合。 

 

      図５－３ 交流したくない理由（Ｑ７ (4) ）（複数回答）
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気 を つ か う の が わ ず ら わ し い か ら

話 が 合 わ な い と 思 う か ら

活 動 の ペ ー ス が 合 わ な い と 思 う か
ら

忙 し く 暇 が な い か ら

趣 味 の 対 象 が 違 う と 思 う か ら

そ の 他

無 回 答
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(6) 世代間交流に関する施策ニーズ（Ｑ８） ( 報告書25頁 )  

「世代間の交流を活発にするために、国や自治体などが何らかの取り組みを行う必要があると

思うか」では「取り組みを行うべき」が56.9％と過半数を超え、一方、「取り組みを行う必要は

ない」は 5.5 ％にとどまり、「どちらとも言えない」36.9％と４割弱。 

「取り組みを行うべき」は60～64歳63.8％、50代63.3％と高い割合。 

 

             図６ 世代間交流に関する施策ニーズ （Ｑ８） 

5 .5 0 .85 6 .9 3 6 .9

取 り組 み を行 うべ き

取 り 組 み を行 う
必 要 は な い

ど ち ら と も言 え な い
無 回 答

 

 

 

SQ 国や自治体が取り組みを行うべきこと（ＳＱ８－１） ( 報告書27頁 )  

「取り組みを行うべき」とする人の「内容」は、「学校や老人福祉施設の整備・開放を進め

る」が56.6％で最も高く、「世代間交流の機会を設定する」が56.3％と５割強を占める。 

 

         図）６－１ 国や自治体が取り組みを行うべきこと（ＳＱ８－１）（複数回答） 
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学 校 や 老 人 福 祉 施 設 の 整 備 ・ 開 放
を進 め る

世 代 間 交 流 の 機 会 を設 定 す る

高 齢 者 が 交 流 し や す くな る よ うな 交
通 の し くみ を整 備 す る

世 代 間 交 流 の 意 義 や 重 要 性 に つ
い て 広 報 ・ 啓 発 す る

若 い 世 代 の ゆ とりを拡 大 す る

交 流 の リー ダー を育 成 す る

そ の 他

無 回 答
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(7) 現在の高齢者の扱いに関する認識（Ｑ９） ( 報告書29頁 )  

「現在の日本の社会では、高齢者は一般に優遇されていると思うか」では、「そう思う」

12.7％と「まあそう思う」41.3％を合わせた『そう思う』は54.0％と過半数を超え、一方、「あ

まりそう思わない」37.1％と「そう思わない」 8.4 ％を合わせた『そう思わない』は45.5％。 

『そう思う』は、75歳以上で60.6％と高い割合。 

 

                     図７ 現在の高齢者の扱いに関する認識 （Ｑ９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 高齢者に対する差別や偏見（Ｑ10） ( 報告書31頁 )  

「高齢者に対する差別や偏見はあると思うか」では、「大いにあると思う」 5.9 ％と、「多少

あると思う」51.2％を合わせた『あると思う』は57.0％と過半数を超え、一方、「あまりないと

思う」37.2％と、「まったくないと思う」 5.3 ％を合わせた『ないと思う』は42.5％。 

『あると思う』は、20代、30代でともに66.7％と高い割合。 

41.3 8.412.7 37.1
0.6

無回答そう思う まあそう思う あまりそう思わない

そう思わない
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                  図８ 高齢者に対する差別や偏見（Ｑ10） 
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２ ０代 (5 2 8 )

３ ０代 (6 6 3 )

４ ０代 (6 3 3 )

５ ０代 (6 6 8 )

６ ０～ ６ ４歳 (5 1 9 )

６ ５～ ７ ４歳 (6 6 6 )

７ ５歳 以 上 (2 6 4 )

総 数 (3 9 4 1 )

大 い に あ る と 思 う 多 少 あ る と思 う あ ま り な い と 思 う ま った く な い と 思 う 無 回 答

 

(9) 年齢差別の経験（Ｑ11） ( 報告書33頁 )  

「年齢が主な原因となって、困った経験はあるか」では、「年齢を理由に、仕事に就けなかっ

たことがある」が18.2％と 2 割弱、「年齢を理由に、賃貸住宅への入居を拒否されたことがあ

る」は 1.6 ％、「年齢を理由に、ボランティア、行事、趣味などの活動への参加を拒否されたこ

とがある」は 1.3 ％。一方、「年齢を理由とする差別的な扱いを受けたことはない」76.1％。 

「年齢を理由に、仕事に就けなかったことがある」は50代で25.1％、60～64歳で25.0％と高い

割合。                               

               図９ 年齢差別の経験（Ｑ11）（複数回答） 

年 齢 を 理 由 に 、 仕 事 に 就 け な
か っ た こ と が あ る

年 齢 を 理 由 に 、 賃 貸 住 宅 へ の
入 居 を 拒 否 さ れ た こ と が あ る

年 齢 を 理 由 に 、 ボ ラ ン テ ィ ア 、 行
事 、 趣 味 な ど の 活 動 へ の 参 加 を
拒 否 さ れ た こ と が あ る

そ の 他

年 齢 を 理 由 と す る 差 別 的 な 扱 い
を 受 け た こ と は な い

無 回 答

1 . 6

1 . 3

0 . 4

7 6 . 1

3 . 8

1 8 . 2

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 %

 

(10) 今後の高齢者の扱いについて（Ｑ12） ( 報告書35頁 )  

「今後、高齢者に対する扱いをどのようにしていくべきだと考えるか」では、「高齢者をもっ

と優遇すべき」は、29.3％と３割弱を占め、「現状のままでよい」は27.7％。一方、「若い世

代、現役世代をもっと重視すべき」は20.4％と２割を占める。 

「高齢者をもっと優遇すべき」は50代で35.2％、「現状のままでよい」は75歳以上で45.1％、
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65～74歳で35.4％と高い割合。 

 

                      図10 今後の高齢者の扱いについて（Ｑ12） 
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1 6 . 6

1 2 .0

1 4 . 4
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0 .6

0 .6

0 .3
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0 .8

0 .8

2 5 .6

2 6 .9

3 5 . 2

3 1 .0

3 0 .3

2 5 .0

2 9 . 3

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

２ ０ 代 (5 2 8 )

３ ０ 代 (6 6 3 )

４ ０ 代 (6 3 3 )

５ ０ 代 (6 6 8 )

６ ０ ～ ６ ４ 歳 (5 1 9 )

６ ５ ～ ７ ４ 歳 (6 6 6 )

７ ５ 歳 以 上 (2 6 4 )

総 数 (3 9 4 1 )

高 齢 者 を も っ と 優 遇 す べ き 現 状 の ま ま で よ い

若 い 世 代 、 現 役 世 代 をも っ と 重 視 す べ き わ か ら な い

無 回 答

 

(11) 採用における年齢条件について（Ｑ13） ( 報告書37頁 )  

「年齢制限を設けて人材を募集しているために、仕事に就けない場合がみられるが、このよう

な採用における年齢制限について、今後はどうすべきか」では、「採用における年齢制限はなく

すべき」が30.1％、「中高年の雇用を促進するため、『～歳以上』などの優先的な募集を増やす

べき」29.4％、「若い世代の雇用を確保するため、年齢制限はやむを得ない」29.3％。 

「採用における年齢制限はなくすべき」は、20代34.5％、30代40.4％、40代34.1％と高い割

合。 

         図11 採用における年齢条件について（Ｑ13） 

2 9 .3 1 0 .43 0 . 1 2 9 . 4 0 .9

無 回 答

採 用 に お け る 年
齢 制 限 は な く す
べ き

若 い 世 代 の 雇
用 を 確 保 す る
た め 、 年 齢 制
限 は や む を 得
な い

中 高 年 の 雇 用 を
促 進 す る た め 、
「 ～ 歳 以 上 」 な ど
の 優 先 的 な 募 集
を 増 や す べ き

わ か ら な い

 

(12) 定年退職について（Ｑ14） ( 報告書39頁 )  

「現在、わが国の多くの企業や組織では定年退職制度を採っており、その多くが退職年齢を60

歳としているが、このような制度について、今後どうすべきか」では、「定年退職制度は維持

し、退職年齢をもっと上げるべき」が41.9％と最も高く４割を占め、「定年退職制度をやめ、退

職年齢を自分で選べるようにすべき」27.0％、「定年退職制度は維持し、退職年齢も今の水準で
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適切」18.8％、「定年退職制度は維持し、退職年齢をもっと下げるべき」が 1.7 ％。 

「定年退職制度をやめ、退職年齢を自分で選べるようにすべき」は年齢が低くなるほど割合が

高く、「定年退職制度は維持し、退職年齢をもっと上げるべき」は60～64歳で51.1％と高い割

合。 

 

                       図12 定年退職について（Ｑ14） 

41.927.0 18.8
1.7

9.7 0.9

定年退職制度を
やめ、退職年齢を
自分で選べるよう
にすべき

定年退職制度は
維持し、退職年
齢をもっと上げる
べき

定年退職制度は維
持し、退職年齢も今
の水準で適切

定年退職制度
は維持し、退
職年齢をもっと
下げるべき

わからない

無回答

 

(13) 適切な退職年齢（Ｑ15） ( 報告書41頁 )  

「一般論として、何歳くらいまで収入のある仕事をするのがよいと思うか ( 定年後の再就職・

アルバイトも含めて ) 」では、「65～69歳くらいまで」が32.9％と３割を超え最も高く、「60～

64歳くらいまで」25.4％。 

「年齢にこだわらず、元気ならいつまでも働く方がよい」は29.4％と３割弱。 

「年齢にこだわらず、元気ならいつまでも働く方がよい」は、20代39.4％、30代34.4％、40代

33.2％と高い割合。 

 

                            図13 適切な退職年齢（Ｑ15） 

25 .4 9 .21 .8 32 .9
0 .9

0 .1

29 .4

0 .3

無 回 答

５５－ ５９歳
くらいまで

６０－ ６４歳
くらいまで

６５－ ６９歳
くらいまで

７０－ ７４歳
くらいまで ７５－ ７９歳

くらいまで

８０歳 以 上

年 齢 にこだわ
らず 、元 気 な
らいつ までも
働 く方 がよい

 

(14) 人事評価について（Ｑ16） ( 報告書43頁 )  

「従来、わが国の多くの会社や組織では、年齢に応じて地位や給料が決まる仕組みを採ってき

た（いわゆる“年功序列”）が、このような仕組みについて、今後どうすべきか」では、「年齢

を問わず、仕事上の成果を重視すべき」が58.7％と 6 割弱で最も高く、「年齢を問わず、仕事上

の努力を重視すべき」が54.9％で５割強。 
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「年齢や勤続年数を重視する仕組み（年功序列）がよい」は14.9％。 

 

           図14 人事評価について（Ｑ16）（複数回答）

年 齢 を 問 わ ず 、 仕 事 上 の 成 果 を
重 視 す べ き

年 齢 を 問 わ ず 、 仕 事 上 の 努 力 を
重 視 す べ き

年 齢 を 問 わ ず 、 学 歴 や 資 格 を 重
視 す べ き

年 齢 や 勤 続 年 数 を 重 視 す る 仕 組
み （ 年 功 序 列 ） が よ い

そ の 他

わ か ら な い

無 回 答

5 8 . 7

5 4 . 9

3 . 2

1 4 . 9

0 . 9

7 . 9

0 . 7

0 2 0 4 0 6 0 8 0

( % )

 

 

 

(15) 公的年金の支給開始時期について（Ｑ17） ( 報告書45頁 )  

「現在、公的年金は一定年齢に達したら支給が始まる仕組みとなっており、その年齢は従来の

60歳から段階的に65歳まで引き上げられることが決まっているが、この公的年金の仕組みについ

て、今後どうすべきか」では、「一定年齢から支給を開始するのをやめ、定年退職時からとすべ

き」が46.8％と最も高く、「一定年齢から支給を開始する現在の仕組みを維持すべき」が

37.9％。 

「一定年齢から支給を開始する現在の仕組みを維持すべき」は男性42.3％、女性34.1％。 

 

                 図15 公的年金の支給開始時期について（Ｑ17） 

3 7 . 94 6 . 8 1 4 . 6 0 . 6

無 回 答

一 定 年 齢 か ら 支 給 を 開 始 す る
の を や め 、 定 年 退 職 時 か ら と す
べ き 一 定 年 齢 か ら 支 給 を

開 始 す る 現 在 の 仕 組
み を 維 持 す べ き

わ か ら な い

 

SQ 支給開始年齢（ＳＱ17－１） ( 報告書47頁 )  

「一定年齢から支給を開始する現在の仕組みを維持すべき」と答えた人に「公的年金の支給

開始年齢は、今後どうすべきか」では、「65歳が適切」が75.7％と７割を超え、「65歳より引

き下げるべき」が18.8％、「65歳よりさらに引き上げるべき」は 5.0 ％。 
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                 図15－１ 支給開始年齢 （ＳＱ17-1） 

7 5 .75 .0 1 8 .8 0 .5

無 回 答
６ ５ 歳 よ り さ ら に
引 き 上 げ る べ き ６ ５ 歳 が 適 切

６ ５ 歳 よ り 引 き
下 げ る べ き

 

 

 

(16) 医療費の自己負担について（Ｑ18） ( 報告書49頁 )  

「現在、病院などで医療費を支払う場合、70歳未満は医療費の 3 割、70歳以上は医療費の 1割

（一定以上の所得がある場合は 2 割）を自分で負担することになるが、このように、一定の年齢

から自己負担が軽くなる仕組みについて、今後どうすべきか」では、「一定の年齢から負担を軽

くする現在の仕組みを維持すべき」が76.8％と 7 割を超え、「年齢を問わず、負担は同じにすべ

き」は11.5％と１割強。 

 

           図16 医療費の自己負担について（Ｑ18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

SQ①  負担を軽くする年齢（ＳＱ18-1） ( 報告書51頁 )  

「一定の年齢から負担を軽くする現在の仕組みを維持すべき」と答えた人に「負担を軽くす

る年齢は、今後どうすべきか」では、「70歳が適切」が62.8％と６割を超え、「70歳より引き

下げるべき」が32.3％、「70歳より引き上げるべき」は 3.9 ％。 

「70歳が適切」は、65～74歳77.2％、75歳以上73.3％と高い割合。 

76.811.5 11.1 0.6

無回答

年齢を問わず、
負担は同じにす
べき

一定の年齢から負担を
軽くする現在の仕組み
を維持すべき わからない
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         図16－１ 負担を軽くする年齢（ＳＱ18-1） 

6 2 .83 .9 3 2 .3 1 .1

無 回 答
７０歳 よ り引 き
上 げ る べ き

７０歳 が 適 切 ７０歳 よ り引 き
下 げ る べ き

 

 SQ ②  負担割合の格差（ＳＱ18-2） ( 報告書53頁 )  

「一定の年齢から負担を軽くする現在の仕組みを維持すべき」と答えた人に「負担割合の格

差については、今後どうすべきか」では、「現状のままでよい」は54.2％と過半数を超え、

「現状より差を小さくすべき」17.9％、「現状より差を大きくすべき」 4.1 ％。 

「現状のままでよい」は、65～74歳64.0％、75歳以上61.9％と高い割合。 

 

           図16－２ 負担割合の格差（ＳＱ18-2） 

54.2 11 .7 12 .117 .9

4 .1

無回答
現状より差を
小さくすべき 現状のままでよい

現状より差を
大きくすべき わからない

 

(17) 社会保障制度における負担と給付について（Ｑ19） ( 報告書55頁 )  

「年金・医療・介護などの社会保障制度を現在のまま維持しようとすると、今後何らかの負担

の増加や給付の調整が必要になるといわれているが、あなたはどの考え方に近いか」では、「給

付水準を維持すべき。そのためには、消費税等の増税によって、すべての世代の負担が増えても

やむを得ない」が31.0％、「給付水準を維持すべき。そのためには、現役世代・若い世代の保険

料負担が増えてもやむを得ない」10.0％、「給付水準を維持すべき。そのためには、医療・介護

などのサービスを利用する人たちの負担が増えてもやむを得ない」 9.3 ％、「給付水準を維持す

べき。そのためには、高齢者世代の保険料が増えてもやむを得ない」 7.5 ％を合わせた『給付水

準の維持』が57.8％、一方、「負担をこれ以上増やすべきではない。そのためには、給付水準が

下がってもやむを得ない」13.8％、「負担をさらに引き下げるべき。そのためには、給付水準を

積極的に引き下げ、民間の年金や保険などを利用して自分で備えるべき」 5.6 ％を合わせた『給

付水準を下げる』は19.4％。 
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『給付水準の維持』は、60～64歳で65.3％と高い割合。  

 

         図17 社会保障制度における負担と給付について（Ｑ19） 

7.5 9.3 13.810.0 31.0

5.6

21.5

1.4

無回答

給付水準を維
持すべき。そ
のためには、
現役世代・若
い世代の保険
料負担が増え
てもやむを得
ない

給付水準を維持すべき。そのため
には、高齢者世代の保険料負担
が増えてもやむを得ない

給付水準を維
持すべき。その
ためには、消
費税等の増税
によって、すべ
ての世代の負
担が増えても
やむを得ない

給付水準を維
持すべき。その
ためには、医
療・介護などの
サービスを利用
する人たちの負
担が増えてもや
むを得ない

負担をこれ以上増やす
べきではない。そのため
には、給付水準が下がっ
てもやむを得ない

負担をさらに引き下げるべ
き。そのためには、給付水
準を積極的に引き下げ、民
間の年金や保険などを利
用して自分で備えるべき

わからない

 

       給付水準を維持すべき57.8％ 

 

(18) 高齢期の生活保障について（Ｑ20） ( 報告書57頁 )  

「一般論として、高齢期の生活費は主に何によってまかなうべきか」では、「公的年金等によ

ってまかなわれるべき」が69.4％と７割弱、「家族や公的年金等に頼らず、預貯金や自分の収入

でまかなうべき」13.2％、「家族が面倒をみるべき」 8.2 ％。 

「公的年金等によってまかなわれるべき」は、20代で59.8％、30代で61.5％と低い割合。 

 

                 図18 高齢期の生活保障について（Ｑ20） 

8 . 2 8 . 71 3 . 2 6 9 . 4

0 . 6

無 回 答

家 族 や 公 的 年 金 等
に 頼 ら ず 、 預 貯 金
や 自 分 の 収 入 で ま
か な う べ き

家 族 が 面 倒
を み る べ き

公 的 年 金 等 に よ っ て
ま か な わ れ る べ き

わ か ら な い

 

(19) 高齢社会対策に関する施策ニーズ（Ｑ21） ( 報告書59頁 )  

「政府では現在、少子・高齢化に対応して「高齢社会対策大綱」を定め、次のような取り組み

を実施しているが、これらの取り組みの中で、特に期待するもの」では、「公平で安定的な公的

年金制度を確立する」が54.3％で最も高く、「高齢者が働ける機会を確保する」38.8％、「子育

てのしやすい環境をつくる」28.0％、「公平で安定的な高齢者医療制度を確立する」27.5％、
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「介護保険制度の充実により、安定的で質の高い介護サービスを提供する」20.8％、「勤労者が

能力を発揮して働きやすい環境をつくる」20.0％。 

「高齢者が働ける機会を確保する」（男性41.5％、女性36.4％）は男性の、「子育てのしやす

い環境をつくる」（男性23.8％、女性31.8％）は、女性の割合が高い。 

「子育てのしやすい環境をつくる」は20代 (39.2 ％ ) 、30代 (41.8 ％）で、「公平で安定的な

高齢者医療制度を確立する」は、60～64歳 (36.2 ％ ) 、65～74歳 (32.6 ％ ) 、75歳以上

(30.7 ％ ) で、「安心して暮らせるよう、防犯・防災に取り組む」は75歳以上 (26.1 ％ ) で高い

割合。 

           図19 高齢社会対策に関する施策ニーズ（Ｑ21）（３つまでの複数回答） 

公 平 で 安 定 的 な 公 的 年 金 制 度 を 確 立 す る

高 齢 者 が 働 け る 機 会 を 確 保 す る

子 育 て の し や す い 環 境 を つ く る

公 平 で 安 定 的 な 高 齢 者 医 療 制 度 を 確 立 す

る

介 護 保 険 制 度 の 充 実 に よ り 、 安 定 的 で 質 の

高 い 介 護 サ ー ビ ス を 提 供 す る

勤 労 者 が 能 力 を 発 揮 し て 働 き や す い 環 境

を つ く る

病 気 や 要 介 護 状 態 を 予 防 す る た め の 健 康

づ く り を 支 援 す る

安 心 し て 暮 ら せ る よ う 、 防 犯 ・ 防 災 に 取 り 組

む

誰 も が 利 用 し や す い 公 共 施 設 ・ 交 通 機 関 を

整 備 す る

自 ら の 老 後 の 備 え と し て 、 資 産 形 成 ・ 活 用

が 行 い や す い 仕 組 み を つ く る

ボ ラ ン テ ィ ア や Ｎ Ｐ Ｏ な ど の 支 援 を 通 じ て 、
高 齢 者 が 社 会 参 加 し や す い 環 境 を つ く る

快 適 な 都 市 環 境 の 形 成 、 農 山 漁 村 の 活 性
化 を 図 る

生 涯 を 通 じ て 学 習 を 継 続 で き る 仕 組 み を つ
く る

高 齢 者 に 対 す る 虐 待 や 差 別 の 防 止 に 取 り
組 む

良 質 で 多 様 な 住 宅 の 普 及 を 図 る

無 回 答

5 4 . 3

3 8 . 8

2 8 . 0

2 7 . 5

2 0 . 8

2 0 . 0

1 8 . 9

1 6 . 3

1 5 . 0

1 0 . 7

1 0 . 5

8 . 9

4 . 1

4 . 0

2 . 9

1 . 0

0 2 0 4 0 6 0
( % )

 

 


